
　

第56回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

　

個 別 注 記 表

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

旭情報サービス株式会社

上記事項は、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、当社ウェブサイト

（アドレスhttp://www.aiskk.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆様

に提供しております。
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

イ. 時価のある有価証券 …… 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

ロ. 時価のない有価証券 …… 移動平均法による原価法

②棚卸資産の評価基準及び評価方法

仕掛品 ………………………… 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

（２）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、平成28年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ５年～18年

器具備品 ４年～20年

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③リ ース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（３）引当金の計上基準

①貸 倒 引 当 金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、回収不能見込額を計

上しております。なお、貸倒懸念債権等については当事業年度末において該当事項はありません。

②賞 与 引 当 金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

イ. 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

ロ. 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（７年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生事業年度から費用処理しております。

年金資産が退職給付債務を上回る部分については、前払年金費用として固定資産に計上しております。

④受注損失引当金

受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において、将来の損失が見込まれ、かつ当該損

失額を合理的に見積もることができるものについて、翌事業年度以降の損失見込額を計上しております。

⑤役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。



2

（４）その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等は発生事業年度の期間費用とし

ております。

２.貸借対照表に関する注記
（１）敷金保証金から直接控除した貸倒引当金 5,000千円

（２）有形固定資産から直接控除した減価償却累計額 161,130千円

（３）土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布 政令第119号）第２条第３号に定める土

地課税台帳(平成13年１月１日基準日)に登録されている価格に､合理的な調整を行って算出しており

ます。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 △3,790千円

３.株主資本等変動計算書に関する注記

（１）発行済株式の総数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

株式数

当事業年度増加

株式数

当事業年度減少

株式数

当事業年度末

株式数

普通株式 8,264,850株 － － 8,264,850株

（２）自己株式の数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

株式数

当事業年度増加

株式数

当事業年度減少

株式数

当事業年度末

株式数

普通株式 487,772株 4,437株 － 492,209株

（注）自己株式の普通株式の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。

（３）剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額

イ．平成29年６月22日開催の当社第55回定時株主総会決議による配当に関する事項

株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

普通株式 124,433千円 16.00円 平成29年３月31日 平成29年６月23日

ロ．平成29年10月30日開催の当社取締役会決議による配当に関する事項

株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

普通株式 124,393千円 16.00円 平成29年９月30日 平成29年11月27日

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度になるもの

平成30年６月開催の当社第56回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

決 議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

平成30年６月22日

定時株主総会
普通株式 124,362千円 利益剰余金 16.00円 平成30年３月31日 平成30年６月25日
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４．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

賞与引当金 227,812 千円

賞与引当金に係る未払社会保険料 32,306

未払事業税 22,117

未払事業所税 2,847

一括償却資産 1,047

受注損失引当金 1,394

役員退職慰労引当金 23,418

投資有価証券評価損 9,786

その他 8,360

繰延税金資産小計 329,091

評価性引当額 △9,786

繰延税金資産合計 319,304

（繰延税金負債）

前払年金費用 △89,839 千円

その他有価証券評価差額金 △1,078

繰延税金負債合計 △90,918

繰延税金資産の純額 228,386

５．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

当社の事業活動に必要な資金は、主として内部資金を源泉としておりますが、一部、長期的な観点から

金融機関より借入を実行しております。

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、長期に滞留しているものはあり

ません。

有価証券及び投資有価証券は、株式や債券であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

借入金は主に事業資金の調達を目的としたものであり、全て１年以内の返済期日であります。

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社の債権管理基準に則り、取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び

残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握を図っております。

ロ．市場リスク（市場価格の変動リスク）の管理

当社は、有価証券及び投資有価証券について、定期的に時価を把握し、月次の保有状況を取締役

会に報告しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき財務経理部が適時に資金繰計画を作成・更新することにより、

流動性リスクを管理しております。

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提状況等を

採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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④信用リスクの集中

当事業年度末において、主要取引先への売上割合は最高でも13％程度であり、特定の大口顧客への信用

リスクの集中は少ないと考えております。

（２）金融商品の時価等に関する事項

平成30年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表に含めておりません。（(注２)を

参照ください）

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

現金及び預金 4,978,133 4,978,133 －

売掛金 1,858,320 1,858,320 －

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 947,454 947,454 －

資産計 7,783,908 7,783,908 －

短期借入金 230,000 230,000 －

負債計 230,000 230,000 －

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資 産

(１）現金及び預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(２）売掛金

売掛金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(３）有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関か

ら提示された価格によっております。

なお、有価証券及び投資有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する貸借対照表計

上額と取得原価との差額は以下のとおりであります。

（単位：千円）

決算日における
取得原価 差額

貸借対照表計上額

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

株式 147,114 88,839 58,274

債券 200,740 200,000 740

小計 347,854 288,839 59,014

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの

株式 － － －

債券 599,600 600,592 △992

小計 599,600 600,592 △992

合計 947,454 889,431 58,022

負 債

短期借入金

短期借入金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区 分 貸借対照表計上額

非上場株式 200

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（３）有価証券

及び投資有価証券」には含めておりません。

（注３）金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

（単位：千円）

（注４）借入金の決算日後の返済予定額

（単位：千円）

１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

短期借入金 230,000 － － － － －

６．資産除去債務に関する注記

（１）当該資産除去債務の概要

当社は本社ビル等の不動産賃借契約に伴う原状回復義務を有しておりますが、当該資産除去債務に関し

ては、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃借契約に関する敷金の回収が最終的に見込めないと

認められる金額を合理的に見積り、そのうち当事業年度の負担に属する金額を費用に計上する方法に

よっております。

（２）当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間は主に20年と見積もり、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を計算してお

ります。

（３）当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

資産除去債務の負債計上に代えて敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、

そのうち当事業年度の負担に属する金額を費用に計上する方法を用いているものに関して、敷金の回収

が最終的に見込めないと算定した金額は、見積りの変更に伴い期中に1,734千円増加した結果、期末時点

において35,674千円であります。

（４）当該資産除去債務の金額の見積りの変更
当事業年度において、翌事業年度に支社事務所の移転を実施する意思決定を行ない、当社の賃貸借契

約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務について新たな情報を入手したため、原状回復

費用及び使用見込期間に関して見積もりの変更を行ないました。

この見積りの変更による増加額1,734千円を変更前の資産除去債務残高に加算しております。

７．１株当たり情報に関する注記

（１）１株当たり純資産額 963円54銭

（２）１株当たり当期純利益 83円60銭

１年以内 １年超５年以内 ５年超 10 年以内 10 年超

現金及び預金 4,978,133 － － －

売掛金 1,858,320 － － －

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 200,000 600,000 － －

計 7,036,453 600,000 － －
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８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

９．その他の注記

該当事項はありません。

（注）計算書類の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。


